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はじめに 

 

 

本報告書は、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民への説明責任

を果たしていくために、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２６条の

規定に基づき、教育委員会の点検及び評価を行い、学識経験者の意見を付して

その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとともに、公表する

ものです。 
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所   見 

 

 大村市教育委員会の平成２９年度事業分点検・評価報告書について概要説明

を受け、ヒアリングを行ったので、その所見を述べさせていただきます。 

 

（評価できる点） 

１ 小中学校教育用コンピュータ活用事業及び小中学校教育用ＩＣＴ機器活用

事業については、これからの情報化に対応するため、デジタルテレビ、デジ

タル教科書等の機器を導入し、教員の負担も軽減されており、評価できる。 

２ 子ども読書活動推進事業については、学校司書の配置により、図書の整理

がうまくできており、子どもたちへの貸出実績も伸び、目標達成率も１００％

を超えており、大変評価できる。 

３ 英語力向上対策事業については、１３名のＡＬＴを配置するとともに、英

語力向上に向け拠点校による研究実践に取り組むなど、生きた語学力を高め

着実に前進している。 

４ 教員補助員派遣事業及び心の教室相談員配置事業については、事業が円滑

に推進されている中で、一人ひとりの子どもたちに行き届いた支援がなされ、

子どもに応じた教育効果を上げることが徐々にできているため、更なる拡充

をして欲しい。 

５ 中学校の体育大会開催事業では、練習費を助成することで、県中総体にお

いて好成績を収めており、評価できる。 

６ 学校給食管理事業については、高度な衛生基準に基づく最新の設備により

安全・安心な学校給食の実施ができていることや地産地消及びアレルギー対

策に積極的に取り組んでいることについて大変評価できる。 

７ 心のケア充実対策事業については、スクールソーシャルワーカーを配置し

て、近年の不登校児童生徒の増加に対応しており、評価できる。 

８ 学校（不登校）適応指導教室運営事業については、あおば教室において不

登校児童生徒の学校復帰のための規則正しい生活や社会性を育成し、支援す

る中で徐々に成果を上げているため、今後も継続してほしい。 

９ 貸与型奨学金については、予約募集を開始したことで貸与開始時期が早ま

り、利用者の利便性が高まったことが大変評価できる。 

10 成人式開催事業については、新成人及び次期成人者を中心に自らの手で企

画運営委員会を組織し、中学校時代に学んだ全員合唱をするなど創意工夫の

ある成人式を企画することで、新成人の参加率が高く、マナーも良くなって

おり、大変評価できる。 

11 郷土を誇りに思う子ども育成事業については、記録集や資料を毎年度作成
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１　教育委員会及び教育委員の活動

点検・評価のコメント

活動内容等

　毎月1回の定例会及び必要に応じ臨時会を開催し、審議
が必要な事項は漏れなく行われている。

　定例会12回、臨時会3回開催した。

　　定例教育委員会の会議の開催日時・場所等を市の
ホームページや広報誌に掲載するとともに、議事録につい
ても市のホームページへ掲載し、積極的な情報発信を行っ
ている。

　平成29年度における傍聴者6人

　必要な情報提供や議案等の会議資料は事前送付を行う
ように努めており、教育委員と事務局の連携は図れてい
る。

　議案を事前に送付することにより、十分な審議ができるよ
う努めている。また、議案以外の事項についても委員と協
議を行い業務を遂行している。

　教育長は事務局の長として常日頃から市長・副市長との
連携を図っている。

　教育委員と市長との総合教育会議を4回実施した。

　研究発表会、運動会、卒業式等,各小中学校ごとの行事
へ積極的に参加している。

　学校訪問回数43回

　学校以外の施設への訪問、行事参加を行った。

その他教育功労表彰・成人式等行事参加79回

　市町村教育委員会研究大会や研修会に出席し、教育委
員の資質向上を図った。

・長崎県市町村教育委員会研究大会（対馬市）　5人
・長崎県市町村教育委員会連絡協議会研修会（大村市）
4人

（２）教育委員会と事務局との連携

（３）教育委員会と市長との連携

（４）教育機関等との
連携

ア　学校への訪問

イ　その他施設への
訪問、行事参加等

（５）教育委員の自己研鑽

第１　教育委員会の活動及び管理執行事務

項目

（１）教育委員会会
議の運営及び情報
発信

ア　会議の開催回
数

イ　議事録の公開、
広報、公聴活動の
状況
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２　教育委員会が管理又は執行する事務

点検・評価のコメント

活動内容等

　大村市教育振興基本計画に基づき、大村市の教育方針及び
重点目標を決定している。

　大村市教育方針及び努力目標の決定（平成29年3月定例会）

　該当事例なし

　任免その他進退に係る内申については、臨時会において審
議し決定した。

　教職員の人事内申に係る決定（2月臨時会）

　任免その他進退については、臨時会において審議し決定し
た。

　事務局職員の人事に係る決定（3月臨時会）

　必要な規則改正等については、漏れなく審議している。

　規則の制定改正 2件

　必要な案件は漏れなく審議している。

　条例　1件、予算（当初）　1件、　予算（補正）　3件

　各種委員会の委員の任命又は委嘱については、定例会にお
いて審議し決定した。

　委員の委嘱の議案　3件

　該当事例なし

無償措置法第13条に基づき平成30年度使用小学校用教科書
の選択事務を実施した。

（５）教育委員会規則及び規程の制定又
は改廃

（６）教育予算その他議会の議決を経る
べき議案に係る意見の申出

（７）教育委員会の所管に属する各種委
員会の委員の任命又は委嘱

（８）学齢児童生徒の就学すべき学校の
区域の設定及び変更の決定

（９）教科用図書の採択に関すること

項目

（1)学校教育又は社会教育に関する一般
方針の決定

（２）学校その他の教育機関の設置及び
廃止の決定

（３）県費負担教職員の懲戒及び任免そ
の他進退についての内申

（４）教育長、教育政策監、教育次長、課
長及びその他の教育機関（小学校及び
中学校を除く）の長の任免
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第２　教育委員会が管理・執行を教育長に委任する事務

点検・評価のコメント

活動内容等

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

幼児教育
の充実

（１）私立幼稚園就園奨励費補
助金

　

　私立幼稚園保護者の負担軽減のために就園奨
励費補助金を交付しており、子育て支援の対策と
しては効果が大きいものとなっている。また、平成
28年度から一部階層区分でひとり親世帯等が追加
され、同階層での補助限度額を拡大し、より一層
保護者の負担軽減に努めている。

【こども政策課】

平成29年度　補助金対象者544人（該当者467人）

（２）幼稚園管理事業
　公立幼稚園施設の維持管理や保育事業の実施
など、適正な幼稚園の運営を行っている。

【こども政策課】

１　幼児教育の充実

政策 施策 具体的事業名

平成29年度
・幼稚園運営事業費　14,453,276円
・幼稚園園舎等整備　維持補修件数　12件
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２　義務教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

義務教育
の充実

（１）小中学校管理事業

　学校の施設設備の維持管理のため、各学校へ
予算を配当している。各学校へ配当された予算
は、学校の経常的な維持管理を行う経費であり、
良好な教育環境を継続的に提供していくため有効
に執行されており、　適正な学校の運営管理を
行っている。

【教育総務課】

・小学校管理事業費   104,981,834円
・中学校管理事業費　   61,522,950円

（２）小中学校教育用コンピュー
タ活用事業

　情報化が進展している現代社会において、コン
ピュータを介して「情報」に主体的に対応できる力
を養えるため有効性は高い。

【学校教育課】

　パソコン教室用のパソコンの更新、校内ＬＡＮの
整備、校務用パソコンの整備を行う。

（３）小中学校教育用ＩＣＴ機器活
用事業

　学力向上につなげる授業改善を進める方策とし
て、各学校におけるICT機器を活用した授業の実
践は不可欠である。モデル校と同様のICT環境を
他校へ整備することによって、市全体の授業改善
の推進や学力向上が期待できる。

【学校教育課】

　モデル校区内の学校にデジタルTVやタブレット
端末等を設置し、授業のICT化により基礎・基本の
定着、協働学習等の充実を図る。
※平成27年度に市内の全ての小・中学校の普通
教室にデジタルTVを整備済み

（４）小中学校教材等整備事業
　教科学習における教材整備は、基礎・基本的な
学習理解を助け、確かな学習能力を身に付けさせ
るうえで重要であり、その充実は不可欠である。

【学校教育課】

平成29年度
・学校図書蔵書率（小学校85.8％：中学校108.6％）
・理科設備整備率（小学校75.1％：中学校79.8％）

（５）小中学校災害共済給付事業

　独立行政法人日本スポーツ振興センターの災害
共済給付金制度に加入し、学校管理下で起こった
児童生徒のけが等の治療にかかわる保護者の負
担を軽減している。

【学校教育課】

平成29年度
・給付件数（小学校　471件：中学校　194件）
・給付金額（小学校5,717,550円：中学校2,740,285
円）

（６）小中学校就学援助事業

　「教育の機会均等」の観点から、経済的理由に
よって就学困難な児童生徒の保護者に対し、学用
品費・給食費等必要な援助を行い、保護者の負担
を軽減することで、教育の機会均等を図っている。

【学校教育課】

平成29年度
・認定件数（準要保護＋要保護）
　小学校955人　　中学校549人

政策 施策 具体的事業名
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２　義務教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

義務教育
の充実

（７）子ども読書活動推進事業

　学校司書が配置されたことにより、子どもの読書
冊数が大幅に増加し、読書活動の推進が図られ
た。また、学校図書館ネットワークシステムの活用
により、利用しやすい図書館づくりができている。

【学校教育課】

　学校司書を配置し、蔵書整備や学習センターとし
ての機能の充実等、本と子どもをつなぐ取組を実
施する。また、学校図書館ネットワークシステムを
活用し、利用しやすい図書館づくりを行う。
・図書貸し出し実績　　544,322冊
・目標達成率　            111.3％

（８）特別支援教育振興事業
　特別支援教育に携わる教員の指導力を向上させ
るとともに、配慮を要する児童生徒の活躍の場を
保障する有効な機会となっている。

【学校教育課】

　特別支援学級設置校における教育活動を支援す
るとともに、市内特別支援学級設置校間での合同
作品展、合同遠足、合同運動会を実施する。
・チャレンジド３行事参加者数　　2,700名
・目標達成率　　　　　　　　　　　　  225％

（９）英語力向上対策事業

　小中学校の授業でＡＬＴを活用することにより、外
国人と接する学習場面を設定できるとともに、外国
語を用いてコミュニケーションを図る楽しさを体験し
たり、言語活動や文化に対する理解を深めること
ができる。
　また、インターナショナルデイやイングリッシュデ
イズ、放課後子ども教室等を通じてネイティブの英
語に接する機会を増やす。

【学校教育課】

　13名のＡＬＴ（英語指導助手）を全小・中学校へ配
置し、英会話による授業や英語活動を行う。また、
市内公立幼稚園を訪問し、早期に英語や異文化に
触れる機会をつくる。
・年間授業時間数　13,303 時間
 （ALT活用授業時数：6,275時間）

（１０）学校経営研究事業
　事業の継続により、各校においては有効に予算
が活用され、特色ある教育活動が展開されてい
る。

【学校教育課】

　学級経営・指定研究・総合学習・特別活動の4分
野について、学校の実状に合わせた特色ある学校
経営を推進する。

（１１）教員補助員派遣事業

　配慮を要する児童生徒一人ひとりへの対応が可
能となるとともに、学級集団が授業へ集中する時
間を確保することができ､学級全体の学力向上を
図る上で効果がある。

【学校教育課】

　支援を要する児童生徒の在籍する学校に補助員
を配置する。（各種補助員等43名を配置）
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２　義務教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

義務教育
の充実

（１２）教職員研修事業
　研修会の開催が教職員全体の意識の高揚につ
ながっており、その資質向上に大いに寄与してい
る。

【学校教育課】

　小学校教育研究会・中学校教育研究会・校長会・
教頭会に対し、研修の助成を行う。
・校長会、教頭会、教諭等研修会数　　30回

（１３）就学教育相談事業
　就学相談事業の充実により、児童の適正な就学
が図られている。

【学校教育課】

　就学児童の障害の種類や程度について実態を
把握するとともに、保護者の悩みや不安、要望等
について就学相談を行う。
・教育相談回数　233回

（１４）就学時健康診断事業
　要配慮児童の早期把握や入学後の児童の健康
管理等において貴重な資料となっている。

【学校教育課】

　就学予定児童の心身の状況を把握する就学時
健康診断を行う。
・受診者数　1,012名
・受診率　　 100％

（１５）小学校健康管理支援事業
　学校教育法及び学校保健安全法に基づき実施し
ている。

【学校教育課】

　市内小学校児童及び教職員の健康の保持増進
を図るために健康診断を実施する。
・健康診断受診者数　　9,294人
・受診率　　100％

（１６）小学校体育大会開催事業
　小学校児童の体育の振興や他校児童との交流
等の成果をあげている。

【学校教育課】

　市内小学生の体育の充実・発展及び心身の健全
な発達等を図るため、体育祭および水泳大会を実
施する。
・体育大会参加者数　2,017人
・水泳大会参加者数　　289人
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２　義務教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

義務教育
の充実

（１７）小中学生文化振興事業

　児童生徒が、お互いの合唱や演奏を鑑賞したり、
絵画や版画及び工芸等の作品にふれたりすること
は、情操を培うことにつながり、豊かな心を育成し
ていくうえで非常に大切である。

【学校教育課】

　市内音楽会、図工美術作品展の開催を実施す
る。
・小、中音楽会への参加者数　2,241人
・図工、美術作品展への参加者数　1,839人

（１８）中学校健康管理支援事業
　学校教育法及び学校保健安全法に基づき実施し
ている。

【学校教育課】

　市内中学校生徒及び教職員の健康の保持増進
を図るために健康診断を実施する。
・延べ受診者数　　4,980人
・受診率　　　　　　　 100％

（１９）中学校体育大会開催事業
（市中総体）

　中学校生徒の体育の振興、体力向上等の成果
をあげている。

【学校教育課】

　市内中学生の体育や部活動の充実・発展及び心
身の健全な発達等を図るため、各種体育大会（中
学校総合体育大会・駅伝大会・新人大会）を開催
する。
・運動部入部者数　　2,056 人

（２０）中学校体育大会開催事業
（県中総体）

　県中学校総合体育大会に市の代表として参加す
ることにより、生徒の運動部活動の充実・発展や競
技力向上につながっている。

【学校教育課】

　県中学校総合体育大会に市内大会を経て代表と
なった選手の輸送費、練習費を助成する。
・県大会出場者数　500人

（２１）保健推進事業
　各部会ごとの研修や実践発表等により、学校保
健活動の充実が図られた。

【学校教育課】

　学校保健活動の充実を図るため、大村市学校保
健会に活動費を助成する。
・保健推進部会　7回
・参加率　　　　100％

（２２）遠隔地間協働学習実証研
究事業

人口過少地域の小規模学校間において、小規模
学校のデメリットを最小化するため、テレビ会議シ
ステムなどのＩＣＴを活用することは非常に重要で
ある。

【学校教育課】

・テレビ会議システム構築
・ＩＣＴ支援員配置
・教師用、児童用タブレット配付
・校内無線LAN整備
・デジタルテレビ、デジタル教科書整備
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２　義務教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

義務教育
の充実

（２３）小中連携・一貫教育事業
幼保小・小中連携に係るプロジェクト会議の開催や
大村市学期制検討委員会等を開催し、総合的に
連携事業を推進している。

【学校教育課】

・幼保小・小中連携教育・一貫教育プロジェクト会
議…年4回開催
・小中連携活動費による６中学校区の連携推進
・笑育…玖島中校区　３小学校合同開催　年２回
開催
・あすチャレ！スクール…桜が原中校区　２小学校
１中学校　年１回開催
・大村市学期制検討委員会…年５回開催

-11-



３　教育環境の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

教育環境
の充実

（１）小中学校遠距離通学対策
事業

　遠距離通学児童生徒の保護者の負担軽減を図
るとともに安心安全な通学を確保している。また、
市単独事業として小学校は3㎞以上4㎞未満、中学
校は5㎞以上6㎞未満の児童についても通学費の
75％を補助している。

【学校教育課】

・小学校　100％補助　80人（うち黒木小特別転入
学児童12人）　75％補助　54人　　計134人
・中学校　100％補助　68人　75％補助　13人　　計
81人

（２）小中学校校舎等整備事業

　学校設備の延命化及び教育環境の維持管理の
ためには日常の点検・補修及び定期的な維持補
修が必要であり、緊急的な補修及び学校現場から
の要望に対し必要に応じて施設の維持補修を行っ
た。

【教育総務課】

　維持補修件数
　小学校　　102件　、　中学校　　　53件

（３）学校給食管理事業

　学校給食を通して、児童の適切な栄養摂取によ
る健康の保持増進や正しい食習慣の習得、食生
活の理解に努めている。
　高度な衛生基準に基づく最新の設備により、安
全・安心な給食を毎日提供し、喫食率も向上してい
る。
　食物アレルギー対応については、大村市アレル
ギー対応マニュアルに基づき実施されている。ま
た、定期的にアレルギー対応委員会を開催し、手
順等の検証を行うことで、より一層安全・安心な運
用が図られている。

【教育総務課】

　市内の小学校（15校）・市立幼稚園（4園）に給食
を提供。
・給食実施日数　199日/年
・食数　6,726食/日

　鶏卵アレルギー対応の代替食・除去食を提供。
・対象児童　16人

　平成29年10月から玖島中学校で給食を開始した
ことにより、中学校の完全給食実施が2校となっ
た。
・給食実施日数
　玖島中　99日/10月～3月、萱瀬中　181日/年
・食数
　玖島中　426食/日、萱瀬中　68食/日

政策 施策 具体的事業名
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３　教育環境の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

教育環境
の充実

（４）学校給食助成事業

　学校給食会は、安全・安心な良質の食材を適正
価格で購入し、必要な量を安定的に調理場へ提供
している。これにより、適正な給食費で良質の給食
が提供されており、食材に起因する事故も発生し
ていない。

【教育総務課】

　学校給食を円滑に実施するため学校給食会を設
置し、良質で安価な給食物資を調達している。この
給食会の人件費等の運営費として学校給食会補
助金を交付している。
・学校給食会補助金　8,442,870円

（５）中学校給食センター建設事
業

　成長期にある中学生に栄養バランスの取れた安
全・安心な給食を提供するとともに、食事に関する
正しい知識や望ましい食習慣を養うなどの食育推
進を目的に中学校給食センターを建設し、完全給
食を実施する。

【教育総務課】

・中学校給食センター建設工事に着手した。
・中学校給食センター外構(排水)工事に着手した。
・中学校用給食配送車1台を購入した。
・中学校5校の配膳室工事を行った。
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４　教育相談体制の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

教育相談
体制の充
実

（１）大村市心の教室相談員配
置事業

　不登校対策を一層推進していくためにはその予
防に努めることが何よりも重要であり、その意味で
非常に必要性が高い事業である。

【学校教育課】

　心に悩みを抱える児童生徒の気軽な相談相手と
して「心の教室相談員」を全中学校と小学校14校
に配置し、児童生徒の心の安定を図る。

（２）心のケア充実対策事業

　不登校対策をはじめ、複雑・多様化する生徒指
導上の問題、課題を抱える保護者への対応など、
スクール・ソーシャル・ワーカー（ＳＳＷ）の存在は、
大村市の教育相談体制に欠かせないものである。

【学校教育課】

　スクール・ソーシャル・ワーカー（ＳＳＷ）を教育委
員会に配置し、児童生徒・保護者・教職員の相談
等にあたる。

（３）学校（不登校）適応指導教
室運営事業

　あおば教室は、不登校児童生徒の心的ケア及び
学習を保障する場であり、学校復帰への大きなス
テップになっている。

【学校教育課】

　教室長、指導主事、教育相談員、補助指導員等
による集団活動や学習指導をとおして、学校や集
団活動に適応できる規則正しい生活や社会性を育
成する。

５　高等教育の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

人間性を
重視した
学校教育
などの推
進

高等教育
の充実

（１）奨学金事業

　教育の機会均等化と、有為な人材を育成して教
育の振興に寄与することを目的として奨学金の貸
与及び給付を行った。また、平成29年度から貸与
型奨学金の予約募集を開始した。

【教育総務課】

平成29年度
・貸与者数　高校等　14人　大学等　10人
・給付者数　大学　　　0人

政策 施策 具体的事業名

政策 施策 具体的事業名
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６　生涯学習の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

いきいき
と暮らす
人づくり

生涯学習
の充実

（１）大村市公民館連絡協議会
補助金

　市公民館連絡協議会に補助金を交付することに
より、町内公民館活動の育成・発展を図った。

【社会教育課】

大村市公民館連絡協議会補助金　250万円
町内公民館　126館
平成29年度に実施した事業
5月27日　市公連総会　112人
7月22日　公民館長研修会　72人
11月25日　市公民館大会　106人
12月4日　先進地視察研修（熊本市西区本四方池
公民館）　36人
10月12日～13日　県公民館大会（壱岐大会）　2人
平成29年5月～平成30年3月　各地区研修会317人
平成29年4月～平成30年1月　理事会（年4回）

（２）公民館管理運営事業
　地区住民や自主学習グループに、公民館での学
習の機会と場の提供を行うことにより、生涯学習拠
点施設としての利用促進を図ることができた。

【社会教育課】

会議室等の貸出業務。施設設備の維持管理。
公民館運営審議会の開催（年2回）
利用状況
・中　 央　5,985件　125,861人
・中地区　2,204件　  34,588人
・郡地区　3,142件 　 51,034人　　合計　214,483人

（３）公民館講座開催事業
地域ニーズや地域課題に応じた講座を企画実施
し、多くの市民に学習の機会を効果的に提供する
ことができた。

【社会教育課】

主催事業の企画実施(中央・中地区・郡地区公民
館)
・中　 央　35講座　3,553人
・中地区　18講座　1,508人
・郡地区　19講座  1,580人         合計　6,641人

（４）子ども科学館運営管理事業
　児童の健全な育成に寄与するため、科学に関す
る様々な教室や科学館まつりを開催し、科学に関
する知識の普及及び啓発を図った。

【社会教育課】

教室参加者　開催107日　延べ 963人
（押し花・折り紙・工作教室など）

子ども科学館まつり
・開催日　   平成29年8月25日（土）
・場　 所　   大村市中央公民館(コミュニティセン
　　　　　　　 ター)
・参加者数 　1,200人

※県立市立一体型図書館の建設に伴い、子ども
科学館を閉館したため、平成28年4月から中地区
公民館を主会場として実施中。

政策 施策 具体的事業名
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６　生涯学習の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

いきいき
と暮らす
人づくり

生涯学習
の充実

（５）視聴覚ライブラリー管理運
営事業

　視聴覚機材、教材の整備充実を行い利用を促進
し、社会教育・学校教育等の振興を図ることができ
た。

【社会教育課】

視聴覚教材及び機材の貸出し及び整備
・利用本数　112件、利用者数　7,001人
・ライブラリーだより発行（毎月）

（６）生涯学習推進事業
　生涯学習に関する講演会を開催することにより、
市民の生涯学習に対する意識を高めることができ
た。

【社会教育課】

開催日　     平成29年10月21日（土）
場   所　　　 大村市中央公民館(コミュニティセン
ター)
講演内容    「多良山系のめずらしい植物」
講   師　     環境カウンセラー　山田　スミコ　氏
参加者　     40人

（７）成人式開催事業

　新成人者及び次期成人者からなる企画運営委
員会が式典の企画・運営をおこなう等、式典に参
画することにより、成人としての責任を自覚するこ
とができた。

【社会教育課】

開催日　 平成30年1月7日（日）
場   所　 大村市体育文化センター（シーハットおお
むら）
対象者　 975人（男性495人、女性480人）
参加者　 946人（男性466人、女性480人）
参加率　 97.0％（男性94.1％、女性100.0％）

※県立市立一体型図書館の建設に伴い、市民会
館が閉館となり、平成28年度から会場を大村市体
育文化センター（シーハットおおむら）　へ変更して
実施した。

（８）地区住民センター活動支援
事業

　住民センター主催講座の開催や住民センターだ
よりを発行し、地域住民に対し学習機会の提供と
情報発信を行った。また、図書の貸出し、整理を行
い、図書館機能の増進を図った。

【社会教育課】

利用実績
・三浦地区　　延べ利用者数　　　  6,236人
・鈴田地区　　延べ利用者数　　　　9,175人
・萱瀬地区　　延べ利用者数　　　　9,339人
・竹松地区　　延べ利用者数　　　 10,065人
・福重地区　　延べ利用者数　　　　4,628人
・松原地区　　延べ利用者数        8,656人
他に、各地区 毎月１回 住民センターだよりを発行
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６　生涯学習の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

いきいき
と暮らす
人づくり

生涯学習
の充実

（９）町内公民館建設費補助金
　町内公民館の増改築(工事及び用地取得)に対
し、補助対象事業費の1/2の補助を行った。

【社会教育課】

増改築工事4件【補助金計　3,803,000円】
・今村公民館 　　　　　　補助金　 2,131千円
・富の原2丁目公民館 　補助金　 1,257千円
・宮小路1丁目公民館 　補助金　　 232千円
・松原浦公民館 　　　　 補助金　　  183千円

（１０）図書館管理運営事業

　平成２９年９月末の休館まで、図書館資料等の貸
出・返却・検索サービスを提供するとともに、休館
記念として、規模を拡大した「おはなし会」や「さよ
ならコンサート」を開催し、利用者の減少を抑制す
ることができた。

【社会教育課】

・個人貸出冊数　362,993冊
・団体貸出冊数　　17,785冊
・定例行事　9行事　参加者数のべ約2,716人
・企画行事　6行事　参加者数のべ約799人

（１１）図書等整備事業

　ミライｏｎ図書館の開館に向け、図書購入冊数を
前年度から大きく増加させた。また、図書のラベル
貼り替えやＩＣタグ貼付等、蔵書の整備を行った。
　ミライｏｎ図書館開館まで、引き続き、図書資料の
購入や整備を継続する。

【社会教育課】

・購入図書冊数　23,791冊
・購入雑誌タイトル数  72誌

（１２）新「大村市立図書館」準備
事業

　休館後、仮事務所を開設し、図書の貸出や新聞・
雑誌等の閲覧など図書サービスの一部を再開し
た。ミライｏｎ図書館開館まで、可能な限り、仮事務
所での図書サービス提供を継続し、市民の読書活
動を支援する。

【社会教育課】

・個人及び団体向け図書貸出サービスの提供
・外部施設での読み聞かせサービスの提供
・新聞・雑誌閲覧室の提供

（１３）西大村地区公民館管理運
営事業

　地域住民のふれあいとコミュニティ活動の推進を
図る生涯学習施設として有効に活用されており、
地域活性化のために寄与している。

【社会教育課】

指定管理者による管理運営
・会議室の貸出し・定例利用グループによる文化
祭の実施
・利用グループ活動の紹介広報誌の作成
・ひまわり文庫を併設し毎週土曜日に開放
利用状況　　1,227件　13,221人
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６　生涯学習の充実

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

いきいき
と暮らす
人づくり

生涯学習
の充実

（１４）史料館管理運営事業
大村に関する歴史資料を収集・保存するとともに、
展示・資料閲覧などを通じて大村の歴史情報を発
信した。

【文化振興課】

大村の歴史の普及や研究のため、大村に関する
歴史資料を寄贈、寄託、購入などの方法により体
系的に収集し、これを保管・管理する。史料館で収
集・整理した歴史資料を活用し、展示などを通じて
その成果を情報発信する。
入館者数　3,911人
閲覧利用者数　197人
企画展開催　2回（体験講座実施）
常設展開催　（企画展以外の期間）

新館建設のため、仮事務所への引越を行った。

（１５）大村市歴史資料館（仮称）
整備事業

大村の歴史の継承・普及のため、県立市立一体型
図書館との複合施設として、歴史資料館の整備を
進めた。

【文化振興課】

史料館の解体工事を行った。
建物建設工事に併せ展示設計調整を行った。

（１６）新「大村市立図書館」建設
事業

現在の老朽化・狭あい化した市立図書館を県立図
書館との合築により整備し、市民の図書館利用を
促進する。

【社会教育課】

平成28年9月に「長崎県立・大村市立一体型図書
館及び大村市歴史資料館」（仮称）建築主体等工
事に関する委託契約を県と締結し、工事業者選定
の後、平成29年3月から建設工事に着手した。
現在、平成31年1月の竣工を目指して工事を進め
ている。

（１７）新中地区公民館(仮称)建
設事業

中地区公民館の老朽化にともない、中地区公民
館、西大村出張所、中地区ふれあい館を合築した
建替えを行う。

【社会教育課】

・平成29年11月に、基本、実施設計に着手した。
新中地区公民館(仮称)建設工事
設計業務委託　10,900千円(H29年度前払分)
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７　青少年の健全育成

点検・評価のコメント

活動内容等

青少年の
健全育成

（１）健全育成協議会支援事業
市内の青少年関係団体並びに機関の緊密な連携
のもと、青少年の健全育成を図っている。

【社会教育課】

　ココロねっこ運動を推進し、広報活動等を通じて
大人の意識を変え、地域の子どもたちを地域で見
守ることができるように地区健全協活動の支援を
行う。
H29実績
・非行事故防止キャラバン　　　 　　318名参加
・健全育成研究大会　　　　　　　　　 170名参加
・ココロねっこパレードINおおむら　 270名参加
・その他、ながさきファミリープログラムやメディア
安全指導講習会などを実施

（２）子ども会育成事業

　子ども会加入者の減少は全国的な課題である
が、当市も加入者減少に歯止めはかけられない。
ただ、子ども会活動は子どもを家庭、学校、地域で
育てていくためにはたいへん重要な役割を担って
いる。各種団体と連携を図り、活動を進めていく必
要がある。

【社会教育課】

　子ども会の活動を助長し、地域との連携を図りな
がら子ども会活動への助成を行う。
【加入団体数　79単子】
H29実績
・水ロケット・子ども大会　 　　  511名
・子ども会研修会　　　　　　　  　60名
・子ども会発表会　　　　　　　    91名
・壁画コンクール　　　　　　     　70名

（３）巡回補導事業

青少年の非行防止のため、愛の声かけを中心とし
た補導活動を実施している。更に自転車の2人乗り
や並列走行などが多いので、自転車のマナーアッ
プ運動の推進を図っている。

【社会教育課】

14地区で毎月2回の定期補導を行い、夏越祭りや
地区の祭り開催時には特別補導を実施した。ま
た、新任研修会を1回、全員研修会を2回行い、資
質向上に努めた。自転車マナーアップ運動は、天
候に恵まれ、春と秋に実施できた。
H29実績
自転車マナーアップ　延べ 463名
補導活動　　　　　　　 延べ 1,170人
各種研修会            延べ 152名他

政策 施策 具体的事業名

家庭、学
校、地域
の連携に
よる人づ
くり
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７　青少年の健全育成

点検・評価のコメント

活動内容等

政策 施策 具体的事業名

青少年の
健全育成

（４）少年センター管理運営事業
　相談窓口の多様化により相談件数自体は増えな
いが、様々な悩みに対し適切な指導ができた。施
設の老朽化により修繕箇所が多くなってきている。

【社会教育課】

・電話や来所での青少年の悩みに対し、適切な指
導助言を行い解決へ導く。
・有害環境の浄化のため、白ポスト（有害図書等）
の回収や立入調査を伴う社会環境実態調査を実
施した。
・施設の維持管理を行い少年センターを運営する。
H29実績
・相談件数　　17件
・調査件数　122件

（５）放課後子ども教室推進事業

　放課後や週末等の子どもたちの安全・安心な居
場所を確保するため、小学校の余裕教室や野外
教室等を活用して、地域の方々の参画を得なが
ら、宿題、読書、昔遊び、野外体験活動等の取組
を実施した。

【社会教育課】

三浦野性の森放課後子ども教室　　 開催25日  登録者16人
中央小学校放課後子ども教室　　　　開催34日  登録者36人
鈴田小学校放課後子ども教室　　　　開催33日　登録者18人
松原宿寺子屋塾放課後子ども教室　開催  5日　登録者70人
三浦小学校放課後子ども教室　　　　開催29日　登録者18人
黒木小学校放課後子ども教室　　　　開催23日　登録者25人
竹松小学校放課後子ども教室　　　　開催34日　登録者30人
英語学習放課後子ども教室　　　　　 開催　8日　登録者41人

点検・評価のコメント

活動内容等

（１）市民憲章推進事業

　市民憲章の推進・啓発のために、花苗や名称入
りのプランターに、中央公民館、教育の館、図書館
などに植えて啓発に努めた。また、市民大清掃や
大村湾岸大清掃、空き缶回収キャンペーンに参加
し、きれいなまちづくりに貢献した。

【社会教育課】

総会  参加者　75人
【講演：地域防災力の向上　県危機管理課】
【小さな親切運動表彰】　個人 8人、団体2組

８　市民の交流によるまちづくり

家庭、学
校、地域
の連携に
よる人づ
くり

政策 施策 具体的事業名

多彩な交
流で創る
地域

市民の交
流による
まちづくり
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点検・評価のコメント

活動内容等

歴史・伝
統を受け
継ぐまち
づくり

文化財の
保護と活
用

（１）旧楠本正隆屋敷管理運営
事業

　旧楠本正隆屋敷の維持管理を行い、あわせて季
節のイベントを行い集客を図った。

【文化振興課】

　旧楠本正隆屋敷の維持管理公開のため、屋敷
管理、庭園管理、警備などを委託した。春は桜の
時期にあわせ、大村家雛人形の展示と茶会などを
合わせたイベントを行い、夏は花菖蒲に合わせて
武者絵の展示などを行う。
・入場者数　3,334人

（２）三城城跡保存整備事業
　城の周知を図るとともに、周辺住民に遺跡を身近
に感じてもらうため、三城城跡先行買収地の除草
等を地元町内会に委託した。

【文化振興課】

　戦国時代の大村氏居城である三城城の跡地は
歴史のまち大村にとって重要な史跡であり、その
保存を図り歴史教育や観光資源として活用する。
　三城城跡の国指定を目指すとともに、開発公社
で先行買収した曲輪Ⅱを城跡の保存整備の核に
位置づける。
　買収した土地は、一年を通じた除草・清掃作業に
よって環境が保全されるとともに、周辺住民が活用
することで、城跡に慣れ親しんでいる。

（３）市内遺跡発掘調査事業

　開発に伴う遺跡照会に対応し、保護の調整、必
要に応じて確認調査を実施し、遺跡を適切に保護
することができた。
　昨年度から遺跡照会件数は大幅に増加してい
る。大規模開発も依然増加傾向にある。

【文化振興課】

遺跡該当照会件数　1020件（うち遺跡該当241件）
遺跡該当中の開発件数243件（確認調査29件、慎
重工事168件、立会調査46件）
確認調査29件分の調査面積1,000㎡（H28年度29
件1,283㎡）

（４）文化財管理事業
　指定文化財の除草・清掃など維持管理を行い、
文化財の適切な保護に努めた。

【文化振興課】

　大村市の歴史の証しである貴重な文化財を保護
し、後世へ継承するため、大村純忠史跡公園など
の指定文化財地の除草・清掃などの維持管理を行
う。
　文化財の保護を図るため、文化財審議会を開催
して指導・助言を得る。
　指定文化財の管理者に、維持管理に関する経費
の補助を行う。
・維持管理文化財数 　　　18件
・国・県・市指定文化財数 48件

９　文化財の保護と活用

政策 施策 具体的事業名
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点検・評価のコメント

活動内容等

歴史・伝
統を受け
継ぐまち
づくり

文化財の
保護と活
用

（５）郷土を誇りに思う子ども育
成事業

　学芸員が、郷土史クラブ参加小中学校に3回程
度学校を訪問し、研究活動を手伝った。夏休みに
は全体で史跡や博物館のバスツアーを行った。

【文化振興課】

　小中学校に郷土史クラブの設置・活動を促し、支
援を行うため、大村市の歴史・人物について一定
のテーマを設けて調査・研究を行い、郷土の歴史
を理解する。
　学校ごとに地域の特色を生かした研究テーマを
設定して調査研究活動を行い、学習成果発表会、
史跡等の見学などを実施する。
参加校・人数：12校（小10、中2）、165人（小119、中
46）
史跡見学ツアー1回（市内・長崎市）
2月　成果発表会

点検・評価のコメント

活動内容等

（１）民俗芸能保存事業

　民俗芸能の保存継承のため、保存会へ補助金を
交付した。
　例祭での奉納やおおむら秋祭りほか各種行事へ
出演するなど、活発な活動ができた。

【文化振興課】

　県指定文化財である黒丸踊、寿古踊、沖田踊及
びその他の民俗芸能の保存のため、管理・修理・
保存及び公開に対する補助
・寿古踊保存会（保存継承活動）
・沖田踊保存会（保存継承活動）
・黒丸踊保存会（保存継承活動）
・木場龍踊保存会（用具整備）

歴史・伝
統を受け
継ぐまち
づくり

伝統文化
の継承

政策 施策 具体的事業名

１０　伝統文化の継承

政策 施策 具体的事業名

９　文化財の保護と活用
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点検・評価のコメント

活動内容等

芸術・文
化の振興

（１）市民ギャラリー運営費補助
金

　運営協議会へ運営費を補助することによって、市
民が一年を通じて様々な文化芸術作品を発表、鑑
賞できる場として安定的な活動がなされた。

【文化振興課】

　文化協会・美術協会・中央商店街・観光コンベン
ション協会等が「まちかど市民ギャラリー運営協議
会」を立ち上げ、協議会会則・使用規定に基づき運
営管理を行っている。
　運営協議会はギャラリー内に事務所を置き、利
用者の展示受付・企画・広報等の業務を行ってお
り、この運営協議会に対し補助を行う。
・展示日数　346日
・入場者数　19,683人

（２）文化活動振興事業

　文化協会関係団体、自主事業実施団体、県美術
展へ補助金を交付したことによって、各団体は舞
台発表や文化冊子の刊行を行った。
　また九州・全国大会へ参加する小中学校の文化
クラブに対し、遠征費を助成したことで、子供たち
が参加しやすいようになった。

【文化振興課】

　文化基金を活用し、文化協会や各種文化団体に
対する補助を行う。また小中学校文化クラブが九
州大会、全国大会に出場する時の遠征費に係る
助成金を交付する。
・文化活動振興事業補助金　9件　　600,000円
・県美術展補助金　　　　　　　1件  　 72,000円
・文化活動遠征費補助金 　　9件　2030,251円

（３）子ども芸術文化活動事業
 子どもたちが生の芸術文化に触れることにより、
音楽の楽しさを感じ、芸術文化のすばらしさを知る
ことができた。

【文化振興課】

　生のオーケストラを聴く機会を設けるため、長崎
ＯＭＵＲＡ室内合奏団のスクールコンサートを実施
する。
・小学校5年生対象　参加児童数　1000人

（４）音楽があふれるまちづくり事業
　市内の様々な地域、様々な世代が音楽に親しむ
機会を設けることができた。

【文化振興課】

長崎ＯＭＵＲＡ室内合奏団に委託し、まちかどコン
サート、親子コンサート、名曲コンサートなどを行っ
た。

芸術、文
化、ス
ポーツに
よるゆと
りある社
会づくり

１１　芸術・文化の振興

政策 施策 具体的事業名
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点検・評価のコメント

活動内容等

（１）体育文化センター運営管理
事業

　市民の利便性向上と管理経費の節減を図りなが
ら施設の運営管理を実施した。

【文化振興課】

　スポーツ・文化の振興を通じ、市民の活力と潤
い、そして交流の場を創出し、市民の健康づくりと
生きがいづくりを図る。施設の利用受付、貸出、維
持管理を行いながら、スポーツ・文化事業の企画
実施により、スポーツ・文化の振興を図る。
・施設利用者　　　 354,546人
・使用料収入　　  43,885千円
・自主事業参加者 　13,406人

点検・評価のコメント

活動内容等

（１）公共施設予約システム管理事業
　インターネット及び携帯電話を利用して、公共施
設の空き状況の確認や予約ができるシステムの維
持管理を実施した。

【文化振興課】

　公共施設利用者がインターネットによる予約シス
テムを利用することによって、時間や場所に縛られ
ない予約手段を提供するために、パソコンや携帯
電話から、インターネットによる公共施設の予約を
行う。
・登録施設　19施設（体育文化センター等）
・利用件数　19,412件

行政サー
ビスの向
上

利用しや
すい市役
所づくり

芸術、文
化、ス
ポーツに
よるゆと
りある社
会づくり

スポーツ・
レクリ
エーショ
ンの振興

１３　利用しやすい市役所づくり

政策 施策 具体的事業名

１２　スポーツ・レクリエーションの振興

政策 施策 具体的事業名
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